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Ⅰ  はじめに―労働法改革の背景 
労働法は世界的に大きな変革のときを迎えている。 
  そもそも現在の労働法の原型は、19 世紀末から 20 世紀初めにかけての社会的・思想
的背景に大きく規定されながら形成されたものであった。その背景としては、大きく次
の 3 つのものがあげられる。第 1 に、工業化のなかで次第に普及していった科学的・分






2001 : 68-97） 。  
  労働法は第二次大戦後の経済成長のなかで国家（いわゆる「福祉国家」 ）の主導により
さらに発展していく。 しかしその動きは1973年に生じた石油危機を契機として反転し、








規制」 理論であり、 もう 1 つはアメリカで主張されている 「構造的アプローチ」 である。
これらの動きは、それまでの労働法のあり方に大きな変化をもたらそうとするだけでな
く、労働者、企業、社会そして国家の関係を新たに問い直そうとするものでもある。 
   
Ⅱ  ヨーロッパの議論―「手続的規制」理論 
  「法の手続化（procéduralisation du droit） 」理論は、カトリックルーバン大学法哲
学センターのジャン・ドゥ・マンクなどを中心とする研究グループによって 1995 年に
EC 委員会に提出された『ヨーロッパの社会的協議の未来』と題する報告書の総括報告 3







(1)  「フォード・モデル」とその特徴 




  フォード的生産モデルとは、 20 世紀前半にアメリカの自動車会社であるフォード社で
実践され、その後の大量生産・大量消費社会の到来に大きな影響を与えた生産・消費シ
ステムを理論化したものである（AGRIETTA 1976: 91-128, BOYER 1986: 48-50, 86-88） 。
その大きな特徴は、①階層的な組織の上部で標準化された規範が設定され（画一化され











                                                  
1  ロンドン・スクール・オブ・エコノミクスのヒュー・コリンズは、イギリス労働法の文
脈で、同様に「内省（reflexivity） 」を重視した「手続的規制（procedural regulation） 」







的として政策決定がなされる、 という 2 つの特徴をもつものであった。 20 世紀に本格的
に展開された福祉国家による社会的規制モデルは、社会経済システムとしてのフォード
的生産モデルを前提とし、それに大きな影響を受けながら生成されたという経緯を有し
ており、 フォード的規制モデルといいうる性格をもっていたのである （DE MUNCK ET AL 
1995: 16-17） 。 






の領域でその有効性・正当性を失っているのである（DE  MUNCK ET LENOBLE  1996: 
190-192） 。 

























である（DE MUNCK ET AL 1995: 30-32） 。 
  このようにフォード・モデルに代わるモデルとして提唱されたモデルには、１つの共
通した限界が浮かび上がる。それは、スタンダード化された規範（ 「効率的市場」や「社
会的規範」 ） が問題状況の外でアプリオリに設定され、 これが一律かつ自動的に適用され
る点（規範の外部性・画一性）である。この根本的な問題点のため、これらのモデルは
現実に生じている複雑で多様な問題に十分に応えうるものとはなっていないのである
（DE MUNCK ET AL 1995: 19, 33-34） 。 








なく、 問題にかかわるすべての当事者に開かれた交渉 ・ 対話を行うことを重視しており、 6










たな理性が見い出される（DE MUNCK ET AL 1995: 19, 37-43） 。 
この手続的理性の実践の場（②）として、同理論は、多様化・不確定化している状況・
利益に対応しこれを調整・統合するためには、問題にかかわるすべての当事者に開かれ













ス（ 「手続」 ）自体に「合理性」を見い出している点にある2。 
                                                  
2  法の手続化理論は、手続的合理性（討論による規範形成）を重視する点ではハーバーマ
スの「コミュニケーション的行為の理論」と共通の性格をもつ。しかし、ハーバーマスが
無制約的で支配から解放された理念的な状況 （理想的発話状況） を想定した討議 （Diskurs） 7
(4)  「手続的規制モデル」の具体的制度枠組み 
  この手続的規制モデルの具体的制度化に際しては、大きく 2 つの柱があるとされ
ている（DE MUNCK ET AL 1995: 47-48, DE MUNCK ET LENOBLE 1996: 185, 195-196） 。  
  第 1 の柱は、手続的理性を制度化するための当事者への義務の設定である。この義務











  このように手続的規制モデルは、法的義務の設定と制度的サポートを 2 つの柱と
して形成・構築されるが、さらにそこで行われる「実体的」判断に関しては、特に








きものとされる（LYON-CAEN 1995: 180-186） 。 




とを主張している点に、 法の手続化理論の特徴がある （DE MUNCK ET LENOBLE 1996: 185, 





る（LYON-CAEN 1995: 174-188） 。このように「解釈の手続化」が進められるなかで、
裁判所の役割も、法・権利の内容を実体的に画定することから、当事者が法の目的
や基本的人権を尊重しつつ十分な議論を行ったかをチェックする方向へと変化して
いくべきであるとされる（DE MUNCK ET AL 1995: 55-57） 。 
 
Ⅲ  アメリカの議論―「構造的アプローチ」 
労働法学においてみられている第 2 の重要な動きは、アメリカのスーザン・スターン
（コロンビア大学）が主張する「構造的アプローチ（Structural Approach） 」である



















Sturm の主張と軌を一にするものといえる（Estlund 2005 : 319-404） 。  9
のように意図的で明白な排除・分離という形で現れるのではなく、企業内部の組織的・
文化的要素と密接に結びつきながら複数の主体が相互に関わり合いつつ組織的・無意識










(2)  新たなアプローチとしての「構造的アプローチ」 
  構造的アプローチについて、スターンは次のように述べている。 
「この 10 年の間に、おもしろくて複雑な規制パターンが出現した。さまざまな主体たち




に取り組んでいる。 」 （Sturm 2001: 462） 
「この第 2 世代規制アプローチの動機は、構造主義（structualism）にある。このアプロ




















く、法を作り出す主体として取り扱われるのである。 」(Sturm 2001: 463) 










に解決していくことが重要であるとしている（Sturm 2001: 479-537） 。 
(3)  具体的な動き 







                                                  
5  敵対的環境型セクシュアル・ハラスメントが成立するか否かが争点とされた 1993 年の
連邦最高裁 Harris 事件判決（Harris v. Forklift Sys., Inc., 510 U.S. 17 (1993)）参照。 
6  企業内での敵対的環境型セクシュアル・ハラスメントについて使用者が責任を問われる
かが争点とされた 1998 年の連邦最高裁 Ellerth 事件判決（Burlington Industries, Inc. v. 
Ellerth, 524 U.S. 742 (1998)） 、同 Faragher 事件判決（Faragher v. City of Boca Raton,  11




とによって説明責任の遂行を促すこと、の 4 点があげられている（Sturm 2001: 489） 。こ
のような法的枠組みをとることによって、職場内で自主的に問題の解決や予防が図られる
ことが期待されている。 
イ  職場の取り組み―構造的な問題解決の手法とそれによって得られた成果 
  構造的な問題解決の手法をとって具体的な成果をあげている企業もすでにみられている。
スターンがその代表的な例として挙げているのが、アメリカを代表する会計・税務・経営




に関するタスク・フォース」が結成され、そこで過去 3 年間の人事記録の分析や委託 NPO












（Sturm 2001: 492-499） 。 
同社をはじめとする先進的な事例に共通する特徴として、スターンは次の点をあげる。
                                                                                                                                                  







任を果たす体制を構築することが重要であるとしている（Sturm 2001: 519-520） 。 










査・研究団体（Catalyst, CGO など） 、労働組合・従業員組織、保険会社などがあげられ





構築していくことにある（Sturm 2001: 523） 。 
  (4)  構造的アプローチを推進するための施策 
以上のように、構造的アプローチはすでに判例や企業実務のなかにその萌芽をみること














めの専門的な教育訓練（人的なインフラの整備）も必要である（Sturm 2001: 564-566） 。  
第 3 に、法と企業の間に入る仲介者が、情報を共有し、実効的に機能し、第三者にその
仕事を評価させ、自らが仲介的役割を担うコミュニティで情報ネットワークを形成・発展


















れている（Sturm 2001: 568） 。 
8  フランス、ドイツ、イギリス、アメリカの近年の労働法改革のあり方については、水町





















Ｖ  むすび―日本の「労働法」の特徴と課題 
  (1)  日本の「労働法」の特徴 
  これらの新しい潮流に照らして日本の現在の「労働法」のあり方
9をみてみると、次
の 2 つのことがいえる。 





                                                  















町 2001 : 276-284） 。 
  (2)  改革の方向性 
  以上のような観点からすると、日本の「労働法」改革の重要な課題として、次のことが
いえよう。 
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